利　用　上　の　注　意
１．この調査は、栃木県における労働者の賃金、労働時間及び雇用について、毎月の変化を明らかにするため、常用労働者数５人以上の事業所を対象として実施している。

２．調査結果の算定は、標本事業所からの報告を基にし、事業所規模５人以上の県内全ての事業所に対応するように推計したものである。

３．事業所規模５人以上とは、第一種事業所（３０人以上）及び第二種事業所（５人以上２９人）を含む集計である。
４．平成２４年(2012)１月から指数は平成２２年(2010)平均＝１００としている。

５．この調査は、経済センサス（旧事業所・企業統計調査）の結果により事業所名簿を作成し、これを母集団として標本事業所を抽出する標本調査であるが、平成２４年(2012)１月調査において平成２１年経済センサスの結果を用いて規模３０人以上の標本事業所の抽出替えを行った。

６．賃金、労働時間及び雇用指数については、平成２７年(2015)１月分調査での標本事業所の抽出替え実施に伴うギャップを埋めるため、過去に遡って修正し指数を接続させた。賃金、労働時間数及び常用労働者数の実数（推計値）については、既に公表した調査結果を過去に遡って訂正することは行っていないので、時系列比較は困難である。時系列比較を行う場合は原則として指数によって行うべきである。（但し、規模５人以上の指数ギャップ修正は、規模３０人以上の抽出替え時にのみ行われ、規模５人から２９人の抽出替えのみの時には行われないので、時系列比較には注意が必要である。）
７．日本標準産業分類の改訂（平成１９年(2007)１１月）に伴い、平成２２年(2010)１月分公表時から、新産業分類に基づき表章している。なお、産業名で、サービス業とあるのは、サービス業（他に分類されないもの）のことである。

　　また、旧産業分類に基づいて表章している平成２１年(2009)以前の結果との接続については、平成１８年事業所・企業統計調査から把握される常用労働者数の新・旧間の変動を基準として、その変動が３％以内に収まる対応（別添の「旧産業との接続」が◎、○、△、▲である対応）を単純に接続させている。

８．統計表について

　（１）前月比、前年比及び前年同月比は、原則として指数を用いて計算しているが、指数が作成できない産業においては、実数により計算している。

　（２）統計表欄の×印は標本事業所数が少ないため公表しないことを示す。なお、「調査産業計」には、非公表産業も含まれている。
　（３）入職（離職）率とは、前月末労働者数に対する月間の増加（減少）労働者の割合（％）である。

　（４）パートタイム労働者比率とは、常用労働者に占めるパートタイム労働者の割合（％）のことである。

参　考
１　給　与
　　　　 現 金 給 与 総 額 　　 ＝　　 きまって支給する給与 　　＋　　 特別に支払われた給与 　
　　　　　　　　　　　　　　　　　 （予め定められている方法に　　　（一時的又は突発的理由に基
　　　　　　　　　　　　　　　　　 よって算定、支給される給与　　　づいて払われた給与、賞与な
　　　　　　　　　　　　　　　　　 で超過労働給与を含む。）　　　　どのこと。）
　　　　きまって支給する給与　　＝　　所 定 内 給 与　　＋　　超過労働給与（超過勤務手当等）　
２　労働時間
　　　　 総 実 労 働 時 間 　　 ＝　　所定内労働時間　　＋　 　所定外労働時間　 
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（早出、残業、休日出勤など）
３　労働者
　　　　　 常 用 労 働 者 　　　＝　　　一 般 労 働 者　　　＋　　 パートタイム労働者 　
　　　（期間を定めず、又は１ヵ　　　（正規従業員、正社員）　　　（１日の所定労働時間が短
　　　月を超える期間を定めて雇　　　　　　　　　　　　　　　　　い者、或いは、１週間の所
　　　用される者等。）　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　定労働日が一般の労働者よ

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　り少ない者。）
